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別紙                       氏 名 川村 つよし

質 問 事 項

№ １
運動公園用地の今

要

旨

令和７年６月議会では、平子の森の関連で「塩漬けの土地」が話題になり

ました。

過去を振り返ると、旭ケ丘町地内の運動公園用地について、市議会で議論

が続いたことがありますが、市の所有する土地で使途が定まらない土地とい

う分類をすると、かつて購入した運動公園用地は現在どうなっているのか気

になります。

会議録検索で調べてみると、一部を「山辺の散歩道」として活用している

程度の活用状況で、運動公園としての計画は第３次総合計画までだったこと

などが分かります。

最終的にどれだけの土地を購入したか、また、その土地の現在の活用状況

などを確認したい。

（ 土地の面積、運動公園用地の何％になるか、購入金額 ）

※ 申し合わせ事項に留意する。



2

別紙                       氏 名 川村つよし  

質 問 事 項

№ ２－１
公文書管理について

要

旨

過去の行政判断をどのように考えればよいか、それを考える材料として、

検証できる公文書が保存されているかどうかは、大切です。公文書管理につ

いてお聞きします。

尾張旭市では「尾張旭市文書取扱規程」が平成６年に施行され、それに基

づいて文書管理が行われていますが、その後、平成 21 年７月に公文書等の管

理に関する法律が制定され、内閣府によって、自治体の取組状況が調査され

ています。最新の調査結果は、2024 年（令和６年）７月 26 日に公表されて

います。

公表資料の、（２）歴史公文書の保存及び利用のルールにおいて「調査で

は、歴史公文書とは、行政機関が職務のために作成・取得した文書で、後世

に残すべき歴史的価値が認められる文書と定義して回答を求めたが、団体に

よって歴史公文書の定義や選別方法は様々であるため、回答は団体の裁量に

よるところが大きい。」と指摘されています。

行政機関が職務のために作成・取得した文書で、後世に残すべき歴史的価

値が認められる文書を、どのように考えるかが問題になるのですが、法制定

の背景を見ると問題意識が明確になると考えるため、以下、紹介しておきま

す。

※ 申し合わせ事項に留意する。
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別紙                       氏 名 川村つよし  

質 問 事 項

№ ２－２
公文書管理について

要

旨

地方自治研究機構の公文書管理に関する条例についての記述には、平成 19

年に、消えた年金記録（社会保険庁）、海上自衛隊補給艦とわだ航泊日誌の誤

廃棄（防衛省）、Ｃ型肝炎関係資料の放置（厚生労働省）などの事案があり、

「とりわけ、保存期間満了前の誤廃棄や倉庫への放置など、昨今の公文書管

理に係る不適切な事例は、国に対する信頼を失わせるものであり、その再発

防止は不可欠」であり、「公文書管理の在り方を抜本的に見直し、歴史的に重

要な公文書が保存・利用されるよう、職員の意識改革を図るとともに、作成

から利用までのライフサイクルを通じた公文書管理法制を確立し、公文書管

理体制を充実強化することにより、国民の期待に応え得る公文書管理システ

ムを構築していくことが必要である。」とされたが、その後も、

平成 29 年から 30 年にかけて、森友学園への国有地売却をめぐる交渉記録の

書換え（財務省）、南スーダンＰＫＯ日報の不存在・不開示決定後の発見（防

衛省）などの事案があり、「一連の公文書をめぐる問題により、行政への信頼

が損なわれている」などの問題を指摘しています。

こうした背景を思うと、尾張旭市の公文書管理の考え方は狭く、不十分で

はないかと考えます。

（１） 歴史公文書管理の現在の取組状況について

（２） 内閣府が示す歴史的価値との違いについて

※ 申し合わせ事項に留意する。
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別紙                       氏 名 川村つよし  

質 問 事 項

№ ３－１
地域新電力の設立について

要

旨

今後の温暖化対策の取組を強化する上で、市による地域新電力の設立を検

討してはどうかと考えます。

所沢市では地域新電力事業を通じて再生可能エネルギーの普及による持続

可能な社会の実現を目指し、2018 年（H30）５月 28 日、地域新電力である

「株式会社ところざわ未来電力」を設立しました。

「株式会社ところざわ未来電力」は、地域の廃棄物発電や太陽光発電等の再

生可能エネルギー発電による電力を主な電源としています。また、市が保有

する公共施設へ順次電力供給を行うとともに、民間の高圧・低圧需要家に対

しても電力を供給しています。

https://www.city.tokorozawa.saitama.jp/kurashi/seikatukankyo/kankyo/ecotown

/chiikishindenryoku/seturitu.html

これまでも議会質問で、発電に関わる様々な提案をしてきましたが、尾張

旭市による地域新電力を設立することで、発電による温室効果ガスの削減・

温暖化対策を、総合的に取り組み・促進することができるようになると考え

ます。

経済産業省-（20240617-地域新電力の現状 一般社団法人ローカルグッド創成支援機

構）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/076_0

7_00.pdf

地域新電力の設立を考えるとき、経営上有利な内容とするには、自家消費

を高める。つまり発電した電力を売電ではなくて自ら消費すること、そし

て、送電ロスを減らすために発電場所を消費場所の近くに設置するのが良い

と言われます。中日新聞８月 13 日付け朝刊６面に「農地の上は太陽光発電」

の見出しで、営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）の記事が掲載され

ていました。農地の一時転用が９年間で 50 倍になっているとのことでした

が、記事中に大手企業の名前も挙がっていたことから見ても、将来性のある

方法ではないかと考えます。

※ 申し合わせ事項に留意する。
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別紙                       氏 名 川村つよし  

質 問 事 項

№ ３－２
地域新電力の設立について

要

旨

具体的には、稲葉町などの水田でソーラーシェアリング（営農型太陽光発

電）を行うことを想定し、市下水道事業会計（東部下水処理場で電力消費）、

ＪＡあいち尾東、電気自動車への充電利用も想定し石油元売り大手にも参加

を呼び掛けることで自家消費を高め、送電距離も少なくできる立地と言える

のではないか。

さらに、今後、県営住宅の建て替えが全県的に進んでいくことを想定し、

平子町北地内市有地の暫定利用を考え、隣接する労災病院や県営住宅（愛知

県）にも、地域新電力への参加を促し、自家消費を高め、送電距離も短い立

地条件で運営ができないかと考えます。

地域新電力の設置について、検討してはどうか。

※ 申し合わせ事項に留意する。
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別紙                        氏 名 川村つよし  

質 問 事 項

№ ４   
小学校給食費無償化の見通しについて

要

旨

今年春ごろの議論では、政府は、2026 年、令和８年度から小学校給食を無

償化するような話だったと記憶しています。

本当に無償化が実現されるのであれば、来年度の予算編成に盛り込めるよ

うに、具体的な内容が示されてもよい時期ですが、いまだ何も示されていな

いように思います。

実現できない場合、賃金上昇が物価高騰に追い付かない状況であり、市の

一般財源を用いた所得制限付きの補助を検討する必要があると考えます。

就学援助を受けられた場合、これまでも就学援助により学校給食費を補助

されていましたが、わずかな賃金上昇により就学援助から外れた家庭では、

支出の増加も多く深刻だと思えますし、ＮＰＯ法人キッズドアが行った

「2025 夏 子育て家庭アンケート調査」でも、昨年と比べて生活が苦しくな

ったとする回答が圧倒的多数です。（99％。回答者は９割が母子世帯）

（１） 小学校給食費無償化の見通しについて

   来年度の実現見通しなどについてお聞きします。

（２） 就学援助基準の多段階化に代えて

   尾張旭市では就学援助の基準を、生活保護費の 1.25 倍としています

が、いわゆる「いのちのとりで裁判」において、６月 27 日の最高裁で

国が敗訴し、これまでの生活保護費が不当に引き下げられていると断

じられました。

   裁判結果から言えば、同じ 1.25 倍でも、就学援助の所得基準が上昇

することになりますが、就学援助を受けることができるかどうかで、

子ども一人当たり数万円の違いになることも考え、就学援助基準の手

前で援助を受けられる市の独自支援策があってもよいと考える。どの

程度の範囲が適切か分かりませんが、仮に小中学校の学校給食費だけ

を対象とした支援で、生保基準 1.5 倍であれば、どの程度の費用が必

要と考えられるか。

（1.5倍は、県内自治体の就学援助基準の最大値・・豊明市、日進市、高浜市のひと

り親家庭）

※ 申し合わせ事項に留意する。
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別紙                        氏 名 川村つよし  

質 問 事 項

№ ５
バス停名称の変更について

要

旨

名古屋市営バスの藤丘 12 系統は、名古屋市営地下鉄・藤が丘駅から守山区

の中志段味や東谷山フルーツパークを結ぶバス路線で、尾張旭市の西側を四

軒家交差点から瑞鳳橋を渡り南北に貫いています。

そのバス路線にあるバス停の名称に、どこだか分かりづらい、庄中向があ

ります。

バス停の名称は、かつて名鉄バスの路線で使用していた名称を継承したも

のだと思いますが、今では開けた地域となっている小学区内の住民として

は、複雑な気分があります。

庄中は、庄中観音堂もあるように歴史のある地域ですが、区画整理が終わ

り、50 年近く経過すると、矢田川の向こう側にある、庄中の向こうと言われ

ても違和感があります。そろそろ、バス停の名称を変えることができないも

のだろうかと考えます。

例えば、大塚古墳西、というバス停名に変更することができれば、そこで

バスを降りたことのないバス利用者も「町の中に古墳があるのか」見学でき

るかな？など、地域の魅力の一つとして、魅力を向上することができるので

はないでしょうか。

名古屋市のバス停名称を、尾張旭市の好きに変えることはできませんが、

そうした要請を名古屋市に求めることはできないでしょうか。

※ 申し合わせ事項に留意する。


